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 売上⾼、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益はいずれも前期を上回った。

 営業利益はのれん償却前で692億円、のれん償却後で651億円。その差が、のれん償却額 41億
円 （前期⽐+22億円）。

 営業利益率は、ASG、SMSのM&Aによるのれん償却による影響があったものの、産業ITソリューショ
ンの国内ビジネスを中⼼とした売上増に伴う収益性の向上により、前期並みの13.8%となった。

 配当は公表予想の通り90円とする予定。

 ROEは約500億円の⾃⼰株式取得に加え、ジャフコ株売却益（188億円）計上の影響もあり、
12.9%と⾼い⽔準になった。
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 売上⾼・営業利益とも予想を上回った。

 予想に対する当期純利益の減少は、後述する4Qに発⽣したオフィス再編費⽤等の影響によるもの。
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 全セグメントで増収を達成。

 コンサルティング
豪州事業におけるM&A等の影響（約40億円）も含まれるが、それを差し引いても好調であった前
期を上回る。

 ⾦融ITソリューション
・ 証券業 野村HD向け好調、⼀⽅、その他証券会社向け、SI開発案件低調等により減収。
・ 保険業 ⼤⼿⽣命保険向け減収を損保業向け中⼼に挽回し、若⼲の減収にとどまる。

今期は四半期を追う毎に売上が積み上がる状況であり、今期業績に期待。
・ 銀⾏業 ネット銀⾏向け中⼼に好調。
・ その他⾦融業等 好調。

 産業ITソリューション
増収には豪州事業におけるM&A等の影響（約200億円）を含むが、それを除いても製造・サービス
等でこれまでのトレンドが継続し、業種を問わず好調。

 IT基盤サービス
情報セキュリティ事業やデジタル関連の案件が引き続き好調。
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 コンサルティング
豪州事業のれん償却費⽤を除けば営業利益率も前期⽐プラスであり、前期からの⾼収益継続。

 ⾦融ITソリューション
・証券業 前期に連結⼦会社だいこう証券ビジネスで発⽣した事業構造改善費⽤（28億

円）を除くと、実質減益。
・保険業、銀⾏業、その他⾦融業等については前⾴記載の通り。

 産業ITソリューション
3Qまでの好調を継続し、引き続き⾼い収益性。

 IT基盤サービス
情報セキュリティ事業、デジタル事業、クラウド事業等の好調により増益。
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 セグメント共通は、横浜みなとみらい、⼤阪への新オフィス移転費⽤であり、⼀過性のもの。

 豪州事業の今期の売上⾼は約280億円（前期は約40億円）。

 豪州事業のセグメントごとの内訳は、コンサルティングが約50億円、産業ITが約230億円。
（前期は約40億円のうち約1/3がコンサルティング、約2/3が産業ITソリューション）
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 コンサルティングサービス
豪州事業でのM&Aの影響（約100億円）に加え、⾦融機関向け、製造業向けのシステムコンサル
やマネジメントコンサルが好調。
なお、コンサルティングセグメントの前期⽐増収幅（約56億円）を、コンサルティングサービスの
前期⽐増収幅（約160億円）が⼤きく上回る。
コンサルティングサービスには、システム開発の前段階にある上流⼯程の案件が相当数含まれて
おり、19.3期以降のITソリューションの拡⼤に期待が持てる内容。

 開発・製品販売
証券業では、SI開発案件が低調であり、また、保険業では、⼤⼿⽣命保険会社向け減収影響が
あったものの、他で補い増収。

 運⽤サービス
豪州事業でのM&Aの影響（約120億円）に加え、共同利⽤型サービスの拡⼤、その他⾦融業向
け、流通業向けが好調。
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 特別利益
保有株式の売却に伴い投資有価証券売却益を計上。

 特別損失
研修施設・寮の⾒直しや、働き⽅改⾰でのフリーアドレス化に伴い従来オフィスの返却が追加で可能
となり、その原状回復の費⽤や資産除却の費⽤など主要オフィスの再編を更に進めたことが要因。
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 今期は中期経営計画（2016-2018)の最終年度。
これまで2年間、順調に進捗しており、今期もこの枠組のもと進める。
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 証券・資産運⽤業のコスト構造改⾰については、⾦融ITセグメント内で開発リソースを共通化し、開
発案件の多寡に対応できるリソースマネジメントを実施予定。
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 中計最終年度となる2019年3⽉期の業績予想。

 売上⾼は中計策定時の⽬標値を上回る5,100億円、営業利益は⽬標値の700億円。

 2019年3⽉期から海外売上⾼が連結売上⾼の10%を超える⾒通し。
これまで経営指標としてきた、グローバル関連事業売上⾼との混乱を避けるため、
19年3⽉期からは海外売上⾼を新たなKPIとしてグローバルビジネスの拡⼤を進めていく。

 ROEの⽬標は変更なし。
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 売上⾼、営業利益、経常利益は前期を上回る⽔準を予想。売上⾼385億円増収のうち、
約100億円が豪州事業の寄与。

 親会社株式に帰属する当期純利益が前期⽐マイナスの要因は、前期ジャフコ株の売却等に
より特別損益が約160億円あったため。

 2019年3⽉期の配当⾦は前期配当⾦（記念配当含む）と同額の1株当たり90円を予定。
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 前述の経営⽅針を踏まえ、全セグメント、全業種向けで増収を⽬指す。

 コンサルティング
引き続き好調に推移する予定。64億円の増収のうち、約50％が豪州事業の寄与分。

 ⾦融ITソリューション
・証券業 前述の連結⼦会社の減収影響を除くと、実質増収。
・保険業 損保業向け中⼼に売上が積み上がる状況であり、増収を⾒込む。

 産業ITソリューション
168億円の増収のうち、約50％が豪州事業の寄与分。

---セグメント変更について-----

① 変更内容：コンサルティング、産業ITソリューション間の変更
変更理由：ASG及びSMS⼀体運営に伴う組織変更によるもの

② 変更内容：⾦融ITソリューション、IT基盤サービス間の変更
変更理由：中国⼦会社における組織変更によるもの



 2018年3⽉末の受注残⾼（うち2019年3⽉期計上分）は、対前期⽐で7％の伸び。
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 コンサルティング
2018年3⽉末時点の定点であり、期末完了案件が多いことから、若⼲のマイナスは
季節性のもの。期初の受注状況は好調に推移。

 ⾦融ITソリューション
約73億円減少のうち、約半分は前述の連結⼦会社の減収影響によるもの。

 産業ITソリューション
約210億円増加のうち、豪州事業寄与分は約170億円。
（豪州事業寄与分は、2017年3⽉末：約110億円、2018年3⽉末：約280億円）

 上記、受注残⾼は2018年3⽉末での定点であり、現状の受注環境を次に述べる。
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 2018年5⽉ 国連グローバルコンパクトに署名し、未来創発の企業理念と４つのマテリアリティ、
NRI独⾃の「サステナブルな社会の創出」というテーマを掲げ、2018年3⽉期も様々なESG
活動を展開。

 今年度は、ESG説明会の開催を計画中。
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 コンサルティング
国内のシステムコンサルティング事業、豪州事業が増加
※豪州事業寄与分 ʼ17.3期 50億円 ʻ18.3期 60億円

 産業ITソリューション
豪州事業のM&A及び成⻑による約300億円の影響のほか、流通業、製造・サービス業等
で増加
※豪州事業寄与分 ʼ17.3期 100億円 ʻ18.3期 400億円
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 売上⾼、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益はいずれも前期を
上回る（のれん償却額 11億円 前期⽐+2億円）

 営業利益率も前期を上回る。
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 コンサルティング
業務コンサル、システムコンサルともに案件が増加し、増収。

 ⾦融ITソリューション
証券業 野村HD向けが増加し、増収。

 産業ITソリューション
これまでのトレンドが継続しており、国内事業は業種を問わず好調で、豪州事業も成⻑。

 IT基盤サービス
情報セキュリティ事業やデジタル関連の案件が引き続き好調。
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 コンサルティング
国内の業務コンサルやシステコンサル、豪州事業の収益性向上で増益。

 ⾦融ITソリューション
保険業向け、証券業向けの増収効果で増益。

 産業ITソリューション
3Qまでの好調を継続し、引き続き⾼い収益性。
豪州事業のPMIの進展によるコスト効率化も増益に寄与。

 IT基盤サービス
クラウド事業の収益性向上で増益。
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 豪州事業の今期の売上⾼は約90億円（前期は約40億円）。

 豪州事業のセグメントごとの内訳は、コンサルティングが約10億円、産業ITが約80億円。
（前期は約40億円のうち約1/3がコンサルティング、約2/3が産業ITソリューション）
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 コンサルティングサービス
豪州事業（約30億円）に加え、⾦融機関向けのシステムコンサル、官公庁向け案件が好調により
増収。

 開発・製品販売
証券業向けや産業ITソリューションの影響により増収。

 運⽤サービス
豪州事業（約20億円）に加え、流通業向けが好調により増収。
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 特別利益
保有株式の売却に伴い投資有価証券売却益を計上。

 特別損失
研修施設・寮の⾒直しや、働き⽅改⾰でのフリーアドレス化に伴い従来オフィスの返却が追加で可能
となり、その原状回復の費⽤や資産除却の費⽤など主要オフィスの再編を更に進めたことが要因。



 コンサルティング
豪州事業が増加。

（豪州事業寄与分 ʼ17.3期 30億円 ʻ18.3期 40億円）

 ⾦融ITソリューション
保険業向け、その他⾦融業向けが増加するも、前述の連結⼦会社の⼦会社売却影響で減少。

 産業ITソリューション
豪州事業及び成⻑による約170億円の影響のほか、流通業、製造・サービス業等で増加。

（豪州事業寄与分 ʼ17.3期 60億円 ʻ18.3期 230億円）
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